スロベニアにおける犯罪概況
２０１１年５月
在スロベニア大使館
在スロベニア大使館においては、在留邦人の皆様の安全な生活に寄与するために日頃から情報収集を心掛けておりますが、今般、スロベニア国家警察が発表している年次報告書を基に、日本の統計との比較を交えて「スロベニアにおける犯罪概況」をまとめましたので、日頃生活する上で参考にしていただければ幸いです。
犯罪概況
1． 治安情勢等一般
（1） スロベニアの地理的･歴史的特長

　スロベニアは、西はイタリア、南西はアドリア海、南・東はクロアチア、北東はハンガリー、北はオーストリアに囲まれており、道路が非常に便利に発達しており、スロベニア自体がヨーロッパの東西を結ぶ機能的ネットワークの橋として、密輸の温床となっている状況は否めない。

　また旧ユーゴスラビアの背景から、クロアチア、セルビア、モンテネグロ、ボスニア等との縁が深く、いわゆるバルカンルートが物理的に残っており、世界的に見た犯罪インフラであるとも言える。

（2） 刑法犯件数等から見た情勢
　スロベニアの２００９年中の刑法犯認知件数は８７，４６５件であり、単純に人口２００万人であるとすると、人口に対する比率は４．７３％である。（これは、日本の刑法犯認知件数が１，７０３，０４４件で、同人口比が１．４２％であることを考えると日本よりははるかに治安が悪いと言える）

　同刑法犯の検挙率は、スロベニアが４２．２４％である。（日本は約３２％）
（3） 一般犯罪及び組織犯罪の動向
　窃盗、強盗等を含むいわゆる街頭犯罪は５５，９１９件から５５，８６０件（以下全て数字の比較は２００８年と２００９年比である）へとほぼ横ばいで推移しているところ、強盗が３８３件から４７９件、放火が５９件から７６件と激増しており、市民の体感治安は決して良いとは言えない状況の中、原因のひとつとしては、末端薬物乱用者の増加に伴う、二次的、副作用的な被害も上げられる（例えば、薬物購入資金欲しさのための、強盗敢行等）。

犯罪組織によって敢行された犯罪認知は、２００８年の３５９件から２００９年の４１３件に顕著に増加している。原因としては、国際的な犯罪組織による犯行が増加していることが挙げられ、これに対応してスロベニア法執行機関も対応に力を入れている分野である。
2． 組織犯罪
上記のように犯罪の認知件数は確実に増加しており、特に顕著なのが組織犯罪であり、またこのような犯罪組織による薬物事犯、売春事犯は身近なところで起きていることも事実であるので、以下のとおり詳述します。
（1） 薬物関連犯罪
　薬物末端薬物乱用者の検挙数は、２００８年の１，６８１件から２，３３０件に増加しており（３８．６％増）、特筆すべきは、組織犯罪関連で薬物検挙が５２から２７１件に層化していることである。
　これら犯罪組織は、多国籍で、周辺国犯罪組織と強いつながりを保ちながら活動しており、メンバーの多くはスロベニアのみならず西バルカン諸国等出身の者たちであり、これらを背景として、地理的にも、国の歴史的にも、スロベニアは色々な意味で接点になりやすく、トルコを起点としてヘロインが運ばれ、スロベニアで乱用されている事実があるのはもちろんのこと、イタリア、オーストリア、スイス、スウェーデン等に運ばれている状況も把握されている。
　多くの事例では、薬物犯罪は、不法入国の経路を確保したりする他、人身売買取引犯罪、武器の密輸入と関連している。

（2） 売春･人身売買関連犯罪
売春・人身売買事犯は、２００８年の１７件から２８件へと増加傾向。このうち犯罪組織によって敢行された、売春･人身売買事犯は１件から８件と劇的に増加。

この種の犯罪の組織も小さいものの様々な国々の犯罪者･犯罪組織とつながりを有しており、お互いに地域レベルで協力し合い、それぞれの地域でタスクを分担している。
人身売買において最もよく使われている手口は、合法的な雇用を装っての査証提供により人身売買行為を潜行しようとするものである。

　　　　たいていの人身取引事犯では売春目的であることが普通であり、多くの場合、人身売買の最終目的地はスロベニアであり、スロベニアの適法な市民権・入管法が濫用されているとも言える。

　売春婦はスロベニア人が多いものの、モルドバ、ルーマニア、ハンガリー、スロヴァキア、チェコ、ウクライナ、ドミニカ共和国、コロンビア、フィリピンから来ている、人身売買の被害者たちも存在する。

前記薬物犯罪と同様、ほとんどの場合、当該人身取引事犯と、不法入国、密輸入事案等とは密接につながりあっており、当然薬物事犯とも縁は切れない。
（3） 火気・武器･爆発物･その他危険物質関連事犯

　警察が捜査した武器関連事犯は１６０件から１６１件への推移でほぼ横ばいである。その主だったものは武器･爆発物の製造及び運搬である。

　犯罪組織は、クロアチア、ボスニア・ヘルツゴビナ等からから武器･爆発物を密輸し、スロベニア国内の末端利用者に売りさばいており、当該ルートはある程度確立されている反面、捜査当局の追及を逃れるため、その手口は非常に手の込んだものとなっている。

　
3． テロ関連犯罪
テロ関連犯罪については、いつ何処で発生するかは誰にも検討が付かず、常に一般民衆が巻き込まれる危険性を孕むものであり、その動向にも注意を払う必要がある。
（1） テロ対策規制
スロベニアにおいては、特に対テロ法について、刑法に処罰規定を定めているが、2008年に、これまでのテロ関連の処罰規定を前面改訂し、大量破壊兵器の不拡散を含め、テロ行為に対する厳罰化の方針を示し、テロの準備段階にあたる資金提供、施設の供与等を含むテロ支援行為についても、個別の処罰規定を整備した。

（2） 最近のテロ関連事犯

２００８年まで発生がなかったテロ関連事犯が２００９年に入って下記４件の発生を見ている。
・組織犯罪捜査を行っていた警察署に手榴弾が投げ込まれた事案
・国境紛争の行き詰まりに憤慨したクロアチア人が当地でホポル首相等政府要人に対するテロを敢行しようとして手榴弾を準備した事案。
・国防省の武器貯蔵庫から武器が盗まれ、その一部が、実際に使用され多数の重傷者が出た事案
・刑事事件の公判中の裁判官を狙い自宅に手製爆弾が仕掛けられた事案
